第十号の二様式(第三十一条の三関係)

指定構造計算適合性判定機関指定申請書

平成　年　月　日

広島県知事　様

申請者の住所又は

主たる事務所の所在地

申請者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　印

建築基準法第18条の2第1項の指定を受けたいので，同法第77条の35の2の規定により，申請します。

１　構造計算適合性判定の業務を行う事務所の名称及び所在地

２　構造計算適合性判定の業務を開始しようとする年月日

備考 １　この用紙の大きさは，日本工業規格A4とすること。

２  申請者が法人である場合には，代表者の氏名も併せて記載すること。

３　第31条の3各号に掲げる書類を添付すること。

４　氏名(法人の場合にあっては，代表者の氏名)の記載を自著で行う場合においては，押印を省略できる。

別記様式第1号
誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
広島県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(住所,　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

私及び当社の役員(理事，取締役，執行役，業務を執行する社員又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。)並びに当社の親会社等及びその役員は，次のいずれにも該当しないことを誓約します。

一　未成年者，成年被後見人又は被保佐人

二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

三　禁錮以上の刑に処せられ，又は建築基準法令の規定により刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなった日から起算して5年を経過しない者（建築基準法令の規定により，刑に処せられたものが法人である場合にあっては，その刑の処せられる原因となった事実があった日以前1年内にその法人の役員であった者で，当該法人が，その刑の執行を終わり，又は執行を受けることがなくなった日から起算して5年を経過しない者を含む。）
四　建築基準法77条の35第2項の規定により，同法第77条の18第1項に規定する指定を取り消され，その取り消しの日から起算して5年を経過しない者（指定を取り消される原因となった事実があった日以前1年内に，指定を取り消された法人の役員であった者を含む。）
五　建築基準法77条の35の14第1項又は第2項の規定により指定を取り消され，その取り消しの日から起算して5年を経過しない者（指定を取り消される原因となった事実があった日以前1年内に，指定を取り消された法人の役員であった者を含む。）
六　建築基準法77条の62第2項の規定により，同法77条の58第1項の登録を消除され，その消除の日から起算して5年を経過しない者

七　建築士法第7条第5号又は第23条の4第1項第3号に該当する者

八　公務員で懲戒免職の処分を受け，その処分の日から起算して3年を経過しない者
　　注)　親会社等とは，建築基準法施行令第136条の2の14に基づき，指定を申請する者に対して，同条項に定めるいずれかの関係を有する者とする。

　　　

別記様式第2号

判定件数算定表

	判定に係る
建築物の規模
	判定の種別
	判定件数

	
	
	イ　知事が提示する件数


	ロ　左記のうち確認検査機関として自ら確認処分する件数
	ハ　想定判定件数
ハ=イ－ロ

	延べ床面積1,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	
	

	延べ床面積1,000㎡超2,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	
	

	延べ床面積2,000㎡超10,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	
	

	延べ床面積10,000㎡超50,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	
	

	延べ床面積50,000㎡超
	認定プログラムを使用した判定
	
	
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	
	

	計
	
	
	
	


注1)イの知事が提示する件数については，募集要領において提示している件数を計上すること。

注2)確認検査機関として自ら確認処分する件数は，過去の確認処分実績に応じ，想定される件数を計上すること。

注3)複数の都道府県にて指定の申請を行う者にあっては，当該複数の都道府県全体で想定される件数を別葉で作成すること。この場合において，各都道府県ごとの内訳も示すこと。（様式自由）
別記様式第3号

必要判定員数算定表

	判定に係る
建築物の規模
	判定の種別
	判定員数

	
	
	ハ　想定判定件数
	ニ　1件当たり人役　
人/件
	ホ　必要人数

ホ=ハ×ニ

	延べ床面積1,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	1/480
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	1/240
	

	延べ床面積1,000㎡超2,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	1/320
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	1/160
	

	延べ床面積2,000㎡超10,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	1/270
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	1/130
	

	延べ床面積10,000㎡超50,000㎡以下
	認定プログラムを使用した判定
	
	1/190
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	1/90
	

	延べ床面積50,000㎡超
	認定プログラムを使用した判定
	
	1/90
	

	
	認定プログラムを使用した判定以外の方法による判定
	
	1/40
	

	計
	
	
	
	


注)複数の都道府県にて指定の申請を行う者にあっては，機関全体で必要とされる必要人数を別葉で算定すること。この場合において，各都道府県ごとの内訳も示すこと。（様式自由）
別記様式第4号

配置する構造計算適合性判定員一覧表　 　（ 　   枚のうち　   枚目 ）
	· 国土交通省住宅局建築指導課長からの構造計算適合性判定員候補者名簿登録通知の写し又は指定講習の修了証書の写しを添付すること。


	№
	氏　　　　名
	勤務形態
	常勤職員である場合の兼務
	非常勤勤務の場合の週当たり判定業務従事日数

	
	
	
	兼務する業務
	週当たり判定業務従事日数
	兼務する業務
	週当たり判定業務従事日数

	１
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	２
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	３
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	


	４
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	５
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	６
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	７
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	８
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	９
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	10
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	11
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	12
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	13
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	14
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	15
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	16
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	17
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	18
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	19
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	

	20
	
	常勤・非常勤
	
	
	
	


注1) 兼務する業務の欄については，確認・検査業務，住宅性能評価業務等具体的な業務内容を記載のこと。

注2) 兼務する者が，確認検査員である場合は，確認検査業務に，週3日以上従事することが必須とされるので留意のこと。
注3) 広島県内の事務所で判定業務に従事する判定員の氏名を丸囲みで表示すること。
別記様式第5号

財産評価額算定表

	資産

（円）
	負債

（円）

	イ　流動資産計
	
	ニ　流動負債計
	

	ロ　固定資産計
	
	ホ　固定負債計
	

	ハ　繰延資産等計
	
	
	

	
	
	
	

	計A=　イ+ロ-ハ
	
	計B=　ニ+ホ
	

	基本財産等C=A-B
	


注1) それぞれ貸借対照表に記載の値を転記のこと。

注2) 貸借対照表において，資産の勘定科目に，創業費，開業費等繰延資産，並びにのれんが計上されている場合には，当該金額は「ハ　繰延資産等計」に計上し，資産額から控除のこと。
注3) 指定の申請時において，申請日の属する事業年度の前年度の財務諸表が作成されていない場合は，前々年度の値によることができる。
	項目
	金額(円)
	備考

	損害賠償責任保険金額　D
	
	

	財産評価額　E=C+D
	
	


注1) 機関が判定業務を実施するに当たり，第三者に損害を加えた場合において，その損害の賠償に関し当該機関が負うべき民事上の責任の履行に必要な金額を担保するための保険契約を締結している場合において，その契約の内容を証する書類に記載された保険金額。ただし，機関が判定を行った建築物の瑕疵が風水害，地震その他の天災によって明らかとなった場合及び構造計算書その他機関が判定の業務を実施するために必要な資料として機関に判定を求められた者から提出されたものに記載された事項に虚偽又は誤謬があった場合における当該瑕疵についての補償が免責となっていないものに限る。

注2) 損害賠償責任保険金額に加入している場合においては，当該保険証書の写しを添付すること。

別記様式第6号

必要とされる財産額算定表

	区分
	金　額　(円)

	判定に係る建築物の規模に応じ定まる，必要とされる財産の額　A＊注１
	

	確認・検査に係る建築物の規模に係る建築物の規模に応じ定まる，必要とされる財産の額　B＊注2
	

	業務対象の建物規模に応じ

必要とされる財産の額C

(A及びBのうち，大きい方の額)
	


	区分
	実績件数

＊注3
	金額(円/件)
	金　額　(円)

	判定業務の実績に応じて定まる，必要とされる財産の額　D
	延べ床面積500㎡以下の建築物
	
	100円
	

	
	延べ床面積500㎡超2,000㎡以下の建築物
	
	300円
	

	
	延べ床面積2,000㎡超10,000㎡以下の建築物
	
	1,000円
	

	
	延べ床面積10,000㎡超の建築物
	
	4,500円
	

	確認・検査に係る実績に応じて定まる，必要とされる財産の額　E
	延べ床面積500㎡以下の建築物，指定機関省令第15条第9～12号までの建築設備，並びに同条第13号及び第14号の工作物
	
	200円
	

	
	延べ床面積500㎡超2,000㎡以下の建築物
	
	600円
	

	
	延べ床面積2,000㎡超10,000㎡以下の建築物
	
	2,000円
	

	
	延べ床面積10,000㎡超の建築物
	
	9,000円
	

	業務の実績に応じ

必要とされる財産の額F＝D+E
	
	
	


	必要とされる財産の額
(C及びFのうち，大きい方の額)
	保有している基本財産等の額

	
	


注1）判定対象として予定している建物規模のうち，最大規模のものに係る区分に応じ，次表に掲げる金額を記載のこと。

	判定に係る建築物の規模
	必要とされる財産の額

	延べ床面積2,000㎡以下
	千五百万円

	延べ床面積2,000㎡超10,000㎡以下
	五千万円

	延べ床面積10000㎡超
	一億五千万円


注2）指定確認検査機関としての，指定区分に応じ，次表に掲げる金額を記載のこと。

	確認・検査に係る建築物の規模
	必要とされる財産の額

	延べ床面積2,000㎡以下
	三千万円

	延べ床面積2,000㎡超10,000㎡以下
	一億円

	延べ床面積10,000㎡超
	三億円


注3）その事業年度において，判定及び確認検査を行おうとする件数と当該事業年度の前事業年度から起算して過去20事業年度以内において行った判定及び確認検査の件数の合計数を，建築物，建築設備及び工作物の規模に応じて区分した件数を記載のこと。（この場合において，年度ごとの件数内訳を示すこと。（様式自由））

別記様式第7号

業務の公正な実施にあたり必要な要件確認表

１　役員等構成

	氏　名
	役　職
	本人の制限業種従事の有無
	本人の制限業種を営む法人への所属の有無
	左記の法人名
	親族の制限業種従事の有無と本人との関係　注1)
	親族の制限業種を営む法人への所属の有無と本人との関係　 注2)
	左記の法人名

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	制限業種に従事等する役員の人数　Ａ
	親族が制限業種に従事等する役員の人数　B
	制限業種に従事等するとみなされる役員の人数

C=A+B
	全役員数
	構成比

	　人
	人
	人
	人
	％


注1) 親族とは，配偶者並びに二親等以内の血族及び姻族であり，本人との続柄も併せて記載のこと。

注2) 役員の親族が制限業種を営む法人へ所属している場合とは，当該法人の役員(過去２年間に役員であったものを含む。)である場合に限る。

２　議決権保有状況

	議決権保有者氏名

(法人の場合は名称)
	保有する議決権数
	比率

(全議決権数に対する割合)
	株主の制限業種への従事等該当の有無

注1)
	株主の親族の制限業種への従事等該当の有無

注2)
	株主の親会社等の有無
	左記親会社等の制限業種への従事等該当の有無

注3)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	制限業種への従事等に該当する者が保有する議決権数　A
	親族が制限業種への従事等に該当する者が保有する議決権数　B
	親会社等が制限業種への従事等に該当する者が保有する議決権数　C
	制限業種に従事等するとみなされる者が保有する議決権数　D=A+B+C
	全議決権数

E
	構成比

F=D/E

	　
	
	
	
	
	％


注1) 機関の株主が，制限業種に従事する者，制限業種を営む法人に所属する者又は制限業種を営む法人である場合が該当する。

注2) 機関の株主(総株主の議決権の100分の5以上を有する者に限る。以下同じ)の親族に，制限業種に従事する者又は制限業種を営む法人に所属する者(当該法人の役員等に限る。)が含まれる場合が該当する。

注3) 機関の株主に対して，建築基準法施行令第136条の2の14に基づき特定支配関係を有する者，又は当該株主が特定支配関係を有する者のいずれかに，制限業種に従事する者，制限業種を営む法人に所属する者(当該法人の役員等に限る)又は制限業種を営む法人が含まれる場合が該当する。

注4) 議決権保有状況は，機関が株式会社若しくは特例有限会社である場合のみ記載すること。

別記様式第8号

専門家委員の選任状況

	氏　　名
	所　　属
	専門分野

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注)鉄骨造，鉄筋コンクリート造等の建築構造に関する専門分野を記載すること。
別記様式第9号

監視委員会の設置状況

１　監視委員会開催状況
	監視委員会設置年月日
	平成　　年　　月　　日

	直近１年間の監視委員会開催年月日
	平成　　年　　月　　日

	
	平成　　年　　月　　日

	
	平成　　年　　月　　日

	
	平成　　年　　月　　日


注）設置年月日において，監視委員会が指定確認検査機関に関するものも兼ねている場合には，指定構造計算適合性判定機関に関するものの業務を開始した年月日を記載すること。

２　監視委員会委員の選任状況
	氏　　名
	所　　属
	分野

	
	
	弁護士会の推薦する者

	
	
	消費者団体の推薦する者

	
	
	建築物の構造に関する学識者

	
	
	監事又は監査役

	
	
	

	
	
	


注) 弁護士会の推薦する者，消費者団体の推薦する者，建築物の構造に関する学識者，監事又は監査役以外の学識者等専門家はその専門分野を具体的に記載すること。
